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はじめに 

 

能力・業績に基づく人事管理の徹底を図る「地方公務員法及び地方独立行政法人法の一

部を改正する法律」（平成 26 年法律第 34 号。以下「改正地方公務員法」という。）が平

成 28 年４月に施行された。これにより、各地方公共団体は、能力・業績に基づく人事管理

の徹底を図る人事評価制度の導入が義務付けられることとなった。 

また、平成 27 年８月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成 27

年法律第 64 号。以下「女性活躍推進法」という。）が成立し、各地方公共団体は女性活躍

に関する定量的目標や取組などを定めた「特定事業主行動計画」の策定が義務付けられた。

同年 12 月には、「第４次男女共同参画基本計画」が閣議決定され、都道府県・市町村それ

ぞれについて女性職員の登用の目標が設定されたところであり、女性活躍推進の動きは加

速している。 

さらに、年金支給開始年齢の段階的引上げに伴う再任用の実質的な義務化や臨時・非常

勤職員の活用拡大等、近年において、公務を支える職員は多様化している。 

各地方公共団体は、こうした人事行政を取り巻く情勢の変化を踏まえて、人材育成や働

き方の見直しに取り組む必要がある。このため、「地方公共団体における多様な人材の活

躍と働き方改革に関する研究会」では、平成 28 年５月の設置以降、５回の会合を重ね、各

地方公共団体がこれらの取組を行うに当たって留意すべき事項について、検討を行った。 

この度、研究会としての検討結果を整理し、ここにとりまとめを行うこととしたもので

ある。 
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Ⅰ 人事評価制度の人材育成への十分な活用  

平成 28 年４月に施行された改正地方公務員法により、地方公共団体において、能力・

業績に基づく人事管理の徹底を図る人事評価制度の導入が義務付けられた。人事評価制

度を人材育成に活用していくための取組として、特に必要な点を以下に整理する。 

 

１ 人事評価の活用の必要性 

地方公共団体においては、地方分権の一層の進展や地方創生の必要性等によりその役

割が増大しており、また、厳しい財政状況や行政の効率化を背景に職員数が減少してい

る中で、高度化、多様化する住民ニーズに的確に対応していかなければならない。地方

公共団体を取り巻く状況の変化に対応していくためには、自ら考え、企画・行動し、困

難な課題を解決する能力と高い業績を挙げることができる自治体職員を育成・確保して

いくことが必要である。そのため、地方公共団体における人事管理については、人事異

動のみならず、モチベーション向上を目指した給与等の処遇や人材育成などを含めて、

総合的に取り組んでいくことが求められる。 

このような中、地方公務員法の改正により導入された人事評価制度は、評価基準の明

示や評価結果の開示を行うこと等により、職員一人ひとりの発揮した能力及び挙げた業

績を公正・客観的に評価し、その結果を人事管理の基礎とすることが想定されている。   

人事評価は導入しただけでは意味が無く、職員のモチベーションを高め、組織全体の

公務能率の向上につなげていくため、評価結果を任用、給与、分限、その他人事管理に

十分に活用することを通じ、人材育成につなげていくことが重要である。 

平成 28 年４月現在では、既に９割の地方公共団体が人事評価制度を導入しているが、

各団体において地方公務員法の趣旨を踏まえた運用を進めることが求められる。なお、

給与等について差を付けること自体を忌避する組織文化（カルチャー）が根付いている

ために活用が困難とする団体にあっては、トップが人事評価制度の必要性や効果につい

て理解し、強いリーダーシップを発揮して組織文化を変革していく必要があろう。 
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２ 実効的な人事評価制度の構築 

（１）人材育成基本方針と人事評価項目との連動 

各地方公共団体が策定している人材育成基本方針は、職員の能力開発を効果的に推進

するため、人材育成の目的や方策等を明確に位置付けるものである。この基本方針で各

団体がどのような人材を求めているかを明示し、その実現のために必要となる能力・姿

勢と人事評価における評価項目を関連付け、その評価基準についても明示することによ

り、組織として求める行動等が評価につながることとなり、公正性・透明性が担保され

る。また、被評価者にとっての目指すべき方向性と、評価者にとっての職員に対する育

成ビジョンがより明確となるといった効果もある。この際には、基本方針と評価項目を

「共通の言葉遣い」で表現することにより、組織内での共通理解が進み、より効果的に

人材育成が図られるものと考える。このほか、評価の実施や評価結果の活用、評価に基

づく指導・助言等の人事評価制度の一連の行程により、職員の行動を変え、組織の求め

る職員へと方向付けることが可能となる。 

このように、組織として一貫した人材育成を行っていくためには、人材育成基本方針

において求める人材像や必要な能力を明確にし、それを人事評価の評価項目と結び付け

ていくことが重要である。 
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【取組の例】 

○求められる「職員像」とともに、特に重要・大切にしたい 10 の能力、姿勢を基本方

針で提示し、人事評価の評価項目、定義等をこれに対応させて設定している。（鳥取

県） 

 

＜鳥取県における人材育成基本方針と人事評価の連動の例＞ 

 

出典：鳥取県事例発表資料（第１回研究会）   

※人事評価の評価項目の設定にあたっては、人材育成基本方針において求められる能力、姿勢を

説明した言葉を使用している。（共通の言葉遣いを使用） 

 

○人材育成基本方針と人事評価項目との連動について、職員の理解を得るための取組と

して、次のことを実施している。（鳥取県） 

・毎年実施する評価者研修の中で、評価項目と基本方針の連動性について受講者に 

説明 

 ・当該年度の職員向け研修を周知・受講申込を開始する際に、研修ガイド等に研修の

体系を掲示するのと併せ、評価項目と基本方針の連動を示すなどにより、職員に周

知 

 

○人材育成基本方針で職員に対して求める行動としている事項については、人事評価に

おいて加点項目を設定し、当該行動をとるよう誘導している。（大阪府池田市） 
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■池田市における人材育成基本方針と人事評価項目との連動の例 

  ＜人材育成基本方針＞※求める人材像（抜粋） 

   自ら考え、調査し、複数の選択肢を提案、実践できる人材 

   専門性を高め、民間企業や他団体でも活躍できる人材 

 

＜人事評価項目＞※発揮能力確認シート（抜粋） 

  

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：新・人事評価制度活用ガイド別冊参考資料（平成 28 年４月池田市） 

 

（２）意義ある業務目標の設定 

人事評価は、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力を把握した上で行われ

る勤務成績の評価である「能力評価」と、職員がその職務を遂行するに当たり挙げた業

績を把握した上で行われる勤務成績の評価である「業績評価」の両面から行うものとさ

れている。「業績評価」は、公務能率の向上や評価結果の客観性、納得性を確保すると

ともに、評価結果を人材育成に活用する観点から、評価者と被評価者とであらかじめ目

標を設定した上で、その達成度を評価する目標管理に基づくことが適当である。このと

き、短期で結果の出る目標や容易に達成することができる目標などの低い目標のみを設

定した場合には、その目標が達成できたとしても職員の成長に結び付かず、意義のある

ものとはいえない。業務目標達成率が極めて高い団体が見られることなどからも、この

項目 内容・程度 

（人材育成基本方針等により、職種・職階に応じ、特に必要な能力が

加点項目となっています） 

配

点

企画・立案 

（管理職） 

◎ 
①の事項に加え、自ら地域の課題に対して複数の解決策を立案

し、それを組織目標として実践している。 
10

① 

既存の組織目標を達成するための手法・手順を、効果的かつ具

体的に立案するだけでなく、部下等に施策を見直す機会を提供

している。 

８

② 
組織目標に対して理解はしているものの、目標達成のための手

法・手順を、具体的に立案できていない。 
４

③ 
組織目標に対する理解が不足し、目標達成のための手法・手順

を見出そうとしない。 
０

 

自己開発 

（一般職） 

◎ ①の事項に加え、業務の質の向上に有用な資格等を自ら率先し

取得した。 
５

① 自身に要求されている知識・技術や能力を自覚し、専門知識を

高める努力やキャリアアップを図る意図がある。 
４

② ①の事項について、不足している。 ２

※網掛け部分が標準配点
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点は特に留意が必要と考える（逆に、職員が最大限の努力をもってしても達成し得ない

ような過大な目標であった場合にも、かえってやる気の阻害につながりかねないことに

留意が必要である）。また、個々の職員の目標が組織において達成しようとする目標（例

：組織目標や総合計画等）の方向と相反する場合にも、組織全体における業務達成に結

び付かず、これも意義のあるものとはいえない。 

したがって、目標設定の際には、「職位にふさわしい目標であるか」、「組織目標等

と整合がとれているか」といった視点に立った上で、面談を通じて評価者と被評価者が

根気よく話合いながら、意義のある目標を立てることが重要である。この時、評価者が、

個々の職員の能力を最大限引き出していくために、職員の能力等を十分に踏まえて、よ

り高いレベルの目標（チャレンジ目標）に誘導していくことが、効果的な人材育成につ

ながるものと考えられる。 

なお、窓口業務や現場作業等、定型的・定例的な業務における目標の設定に当たって

は、業務効率化や迅速化、業務改善等に着目した目標設定にするなどの工夫も考えられ

る。 

 

【取組の例】 

○目標の設定に当たっては、まず各課長が、総合計画や施政方針、市長、部長の指示、

現場の課題などから所属の年度目標を設定し、庁内ＬＡＮにおいて公表することとし

ており、各職員はそれを参考にして目標を設定している。（大阪府池田市） 

○評価時に困らないよう、目標設定時には、どの程度達成したらどのような評価になる

ということを十分に話合い、第三者が見ても評価可能な表現にすることを原則として

いる。（大阪府池田市） 

○定型的・定例的な業務に従事する職員の目標設定の際には、①目標設定例の提示、 

②業務改善や改善提案の目標化、③事務マニュアルの整備や作成の目標化等の工夫を

行っている。（大阪府池田市） 

 

＜参考＞定型的な部門における目標設定の例 

～ 地方公共団体における目標設定の実例～ 

【市民課】 

・印鑑登録業務の統一的な事務処理を図るため、○月末までに過去に判断に窮した事
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例や近隣団体の実例等の収集を行い、それらを基にした事務処理マニュアルを作成

する。 

・○月末までにわかりやすくて見やすい住民向けガイド資料を作成し、説明時間の短

縮化を図ることにより、受付・交付事務を概ね○件／日処理できるよう迅速化を進

める。 

・受付体制・機器整備に関する提案書について、関係職員との打ち合わせを○月末ま

でに行い、問題点や手続きにおけるお客様の動き等を検証し、○月までに案を仕上

げる。 

【社会福祉課】 

・ケースの状況に応じた生活保護世帯の訪問を月○件実施して、健康状態・収入状況

等を○月末までに確認し、生活保護世帯の自立助長のための指導を行う。 

・要保護児童等ケース進行台帳の作成に当たり、○月末までに対象児童の範囲や入力

方法、セキュリティ対策をまとめる。 

・扶助認定事務及び扶助適正事務の効率化を図るため、○月までに事務処理体制の見

直しを行うともに、地域の民生委員との連携を強化するため、○月、△月、×月に

○回程度、連絡会議を開催する。 

・障害児の補装具費支給決定事務など判定が困難なケースについて、○月末までに他

市の事例調査を行い、個別記録を整理し、事務作業を１件につき○日程度に短縮す

る。 

【介護保険課】 

・県の適正化計画に基づき、○月までに新たな給付適正化システム関連業務の運用を

徹底するとともに、○月末までにマニュアル・チェックリストを作成し、職員の業

務レベルの水準確保を図る。 

・高齢者健康教室の事業内容及び助成制度を○月の広報誌により広く周知し、○○課

と連携した○○の募集を実施することにより。参加者の前年比○％増を図る。 

・介護保険事業計画に基づく地域密着型サービス事業の適切な実施を図るため、事業

者の意向等関連情報の収集を行い、○月までに事業者の公募・選定事務を円滑に進

め、事務処理の進捗管理を定期的に課長に報告する。 
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【納税課】 

・市県民税（特別徴収）について、○月末までに、事務所への電話・文書催告を行い、

滞納事業所数を○○件減らす。 

・平成○年度から新たに滞納となった者に対し、年度末までに最低○日程度、電話・

文書催告等を行い、新規滞納者の前年度比○％削減を目指す。 

・現在、約○％である市税の口座による還付について、各支所○○課と集落単位の市

税の説明会を合同で行うことにより PR し、年度末までに△％以上向上させる。 

【建築指導課】 

・建築確認審査の処理期間短縮について、年度末までに、審査体制の見直しを行うこ

とにより、消防同意案件を除き概ね○日以内の処理を行う。 

・中高層建築物等の建築に関する建築紛争の予防を行うため、○月までに条例の内容

をわかりやすく説明したパンフレットを作成し、住民周知や説明の手続きに関する

講習会を隔月に開催するとともに個別相談に応じる。 

・○○地区の都市計画区域の設定を円滑に推進するため、○月までに住民説明会を開

催して住民の合意形成を図るとともに、○月までに市都市計画審議会への報告資料

を作成し、△月予定の審議会にかける。 

【住宅課】 

・市営住宅工事の品質向上を図るため、○月までに工程会議による定期的な打ち合わ

せを行うともに、週○日は現場での安全管理、工程管理、品質管理についてのチェ

ックを行い、工事成績を全てＢランク以上とする。 

・市営住宅工事の現場監理の徹底を図るため、やり直しや手直しが生じないよう、毎

週必ず工程会議等で請負業者及び監理者への伝達を行うことにより、現場での各段

階確認時における指摘事項を○項目以内にする。 

・市営住宅の家賃徴収の徹底を図るため、前年度の徴収率維持を目指し、○月までに

滞納者に対する督促状の発出や訪問徴収を行うとともに、○、△、×の長期滞納案

件について法的措置の執行を行う。 

【環境衛生課】 

・各地域のごみ置場設置条件の不均衡を把握するため、○月までにごみ収集所台帳の

データベースを完成させ、設置条件の見直しの是非について、部内で成案を得る。 

・不燃ごみの定期収集について収集ルールの統一及び明確化を図るため、○月までに
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市での電話応対案件等を参考に整理した回収ルール案を作成し、全収集業者への説

明を行うとともに、意見を聴取し、成案を作成して遵守の徹底を図る。 

・○月までにごみ減量ポスターを作成し各自治会へ配布するとともに、○～○月の間

に重点地区の設定及び説明会を実施し、減量に対する啓発運動の積極的推進を行い、

組織目標であるごみ排出量の対前年比△％減の達成を図る。 

【下水道課】 

・公共工事のコスト縮減を進めるため、○月末までに近接工事の一括発注や工事積算

時における使用材料及び新工法の検討結果の整理を行い、予算額を○％縮減する。 

・下水道水洗化率の向上を図るため、○月末までに旧町村部の下水道未接続世帯情報

の統合を行って現状を把握し、HP での広報記事を作成・掲載するともに、半期毎に

未接続世帯に対し接続促進に関する文書・パンフレットを発出し、接続率の対前年

比○％上昇させる。 

・浄化槽補助金に係る事務処理の迅速化を推進するため、○月末までに受付台帳のデ

ータベース化による関係情報の集約を行い、申請書から決定通知文発出までの事務

処理を原則○週間以内に行う。 

出典：地方公共団体における人事評価の活用等に関する研究報告書（平成 20 年度） 

 

（３）能力及び業績を把握した上での公正な評価及び評価結果の管理 

人事評価を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎となるツールとして有効に機能

させるためには、これが公正に行われることが原則である。このため、評価者は、人事

評価の実施の際、人格や人間性ではなく、被評価者の職務行動を通じて顕在化した能力

や職務遂行結果に基づき客観的に評価することが求められる。各団体においては、全て

の評価者が等しくこの認識に立つことができるよう、定期的に制度の周知や評価者訓練

を実施し、評価者となる管理・監督職に対して、評価の際の心構えや留意点について理

解させることが重要である。評価に当たっては、客観的な事実に基づいて公正な評価を

行うために、被評価者の日々の職務上の行動を観察し、「職務行動記録メモ（11 ページ

を参照）」等を利用して、備忘のための記録を残しておくことも有意義である。このと

き、記録の対象は、被評価者の行動の中でも特筆すべき行動に限るなど、記録をするこ

とが評価者にとって過度な負担とならないように留意する必要がある。 

上述のとおり、人事評価の公正性の実現に当たっては、評価者（管理職）の意識や行
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動に依拠するところが大きいが、公正性を追求するあまり評価者の負担が増大しすぎる

と、その負担を抑制するために、結果的に無難な評価（標準）に落ち着いてしまうこと

も懸念されるところである。このため、評価における責任の所在は評価者にあることを

前提に、団体の組織規模に応じて、例えば、実際の業務遂行状況をより的確に把握して

いる係長等に事実確認を行うといった工夫も考えられる。 

また、人事評価制度の公正性・透明性の確保と制度の信頼性・納得性を高めるために

は、これらの取組のほかに、人事評価のプロセス、評価結果等に関する内容、その他制

度全般において想定される苦情や説明を求める申出等に対して適切に対応し、効果的な

解決を図ることも必要である。このため、各団体においては、その規模等に応じて、苦

情等に対応するための必要な仕組みを設けることが適当である。 

また、評価者の評価傾向を分析することは、評価の公正性の確保に資すると考えられ

る。このため、評価結果を電子データで管理するなどにより、人事担当課等が各評価者

の評価傾向を分析可能な状態にし、的確な評価が出来ていないと思われる評価者（例：

評価結果が他の評価者と比較して極端な乖離が生じている場合など）に対しては、個別

にその評価方法等を確認した上で、改善に向けて必要な対応をしていくことも有効であ

る。なお、人材育成は職員一人ひとりの特性等を踏まえながら中長期的な視点で行って

いくことが望ましいため、評価結果を長期にわたって蓄積し、評価の経年変化等を見な

がら人材育成等に活用することができる点においても、電子データでの管理は効果的で

ある。 

 

【取組の例】 

○日頃行っている業務管理の中で、被評価者の職務行動のうち顕著な行動等について、

必要に応じて記録にとどめておくなどの方法（※記録の様式は、12 ページを参照）

により、職務行動の把握をしている。（大阪府池田市） 

○職員の人材育成に係る情報を経年的に把握することが出来るシステムを導入し、職場

が変わっても組織的・継続的に職員の人材育成に取り組む体制を整備している。（横

浜市） 

○人事評価結果を電子データで管理。過去２年間の評価をもとに、昇任・昇格候補者リ

ストの作成や、分限処分対象者の過去の評価の確認を行っている。（大阪府池田市） 
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【職務行動記録メモの例】 

○国家公務員の例 

 （※特に決められた様式ではなく、評価者が適宜作成するものとしている。） 

 

 

出典：人事評価マニュアル（H28.9 内閣人事局・人事院） 
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○大阪府池田市の例 

  育成シート（ＯＪＴ観察メモ）（※指定様式はないが、希望者には提供しているもの） 

 

評価者氏名：            

被評価者名  役 職  

評 価 期 間       年   月 ～      年   月 

 

１ 目標（期首面談等で設定） 

 

 

２ 観察記録 

 出来事について 指導について 

○

月

× 

日 

(例)窓口でトラブルになっていた。 (例)住民の方への対応について、考えさ 

  しばらくたって応援に入ったところ、     せた。 

   きちんと説明していたがきつい言い    その際、言葉使い、話し方などがきつ

   方になっていた。  い言い方にならないよう、指導した。 

 

月 

 

日 

  

  

  

  

 

月 

 

日 

  

  

  

  

 

月 

 

日 
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（４）評価の偏りの是正 

評価者が低い評価をすることに躊躇し、結果的に標準の評価に偏ったり、下位の評価

が極端に少なかったりした場合には、職員が自身の「強み」や「弱み」の“気づき”に

つながらないだけでなく、業績を挙げた職員のモチベーションが低下することも危惧さ

れる。こうした事態を回避するためには、一次評価者が的確に評価することが何よりも

肝要だが、高次の評価者が評価結果の相対化を行うなど、評価の偏りを是正していくこ

とも重要である。また、集合形式の会議において評価の偏りを是正することも想定され

る。こうした会議は、評価者同士のフォローアップの場、実践的な評価者訓練の場とも

なるほか、評価者に緊張感を与えることとなるため、実施すること自体が評価精度の向

上にもつながるものと考えられる。 

さらに、人事当局があらかじめ上位、標準、下位それぞれの評価結果を受ける職員数

の分布の目安を示すなどの工夫をして、一次評価者が下位評価も含めて的確に評価しや

すくすることが重要と考えられる。ただし、部局や課によって、直面する政策課題が異

なったり、在籍する職員の能力が異なることから、上位・標準・下位等の評価結果の分

布状況が、職場ごとに大きく異なるという事態もあり得る。また、標準未満の成績下位

者と評価されることが、極めて限定的だった団体においては、一律に成績下位者の分布

率を示すことに、評価者・被評価者双方の強い反発を呼びおこすことも考えられる。こ

のため、評価結果の分布率を一様に示す場合においても、評価者がその説明責任を十分

に果たすことを条件に、示されていた分布率と異なる評価結果とすることも許容すべき

である。すなわち、年度当初に目標を設定する際や最終評価を確定させる際に、示され

ていた分布率を意識しながらも評価者の判定した結果が、「成績上位者が標準より多い」

・「成績下位者が少ない」といった場合には、その理由を評価者が説明できることを条

件に、その例外を認めることとすべきである。もとより、人事評価結果の給与への反映

については、予算によって定められた人件費の枠内で運用されるように所要の調整が行

われなければならない。 

【取組の例】 

○評価の公正を期するため、評価者のほか、二次評価者又は確認者を置き、人事課長に

よる調整及び総務局長による審査を行っている。（広島県） 

○副町長と総務課長が同席の上、評価者によるバラツキを点検調整する「調整会議」を

実施している。（長野県松川町） 
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○評価誤差の軽減を図って、公正な運用を確保するために、部内調整会議を実施。各人

の目標やレベル、達成度を部内でオープンにし、調整会議で適切かどうかを話し合っ

ている。会議の結果、評価についての納得が得られない場合には、調整者である部長

から、再評価指示を出している。（大阪府池田市） 

 

３ 能力及び業績に基づく昇任、昇格、昇給、勤勉手当の支給等の徹底 

平成 28 年４月時点での地方公共団体における人事評価制度の導入状況については、約

９割の団体で既に導入しており、残る団体もそのほとんどが経過措置期間である平成 28

年度中に導入することとしている（表１）。一方で、人事評価の結果を昇給や勤勉手当、

昇任・昇格、人材育成へ活用するに当たっては、取組が遅れている団体が多い（表２）。 

昇任、昇格、昇給、勤勉手当の支給等について、「一律」や「持ち回り」等が温存さ

れれば、高い能力・業績を挙げている職員のモチベーションの低下を招くこととなり、

人事評価制度の趣旨を没却することとなる。職員のモチベーションを高め、組織全体の

公務能率の向上につなげていくためには、評価の結果明らかとなった能力及び業績に基

づいた処遇を徹底していく必要があり、給与等について適切に差が生じるよう努めてい

くことが求められる。 

 

（表１） 

 

出典：地方公務員法改正に伴う人事評価制度の導入状況等調査（H28.4.1 現在）



15 

 

（表２） 

  

 

出典：人事評価結果の活用状況等調査（H28.4.1 現在）
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【取組の例】 

○市政運営に能力及び実績主義を導入する必要性から、いち早く人事評価制度を導入

し、管理職員に対する評価結果を勤勉手当に反映させるなど、職員の意欲を引き出し、

成果を重視する人事制度づくりに着手した。（大阪府寝屋川市） 

 

４ 能力及び業績に基づく人事配置と長期的な人材育成 

人事評価における面談や評価結果のフィードバックにおいては、評価者と被評価者の

コミュニケーションを通じて、組織内の意識の共有化や業務改善への結び付け、職員個

々の自発的な能力開発を促すなど、人材育成の観点からきめ細かな指導・助言を行うこ

とが重要である。面談については、必要な指導・助言を行うため、十分な時間を確保し

（参考１）、その内容も形式的なものとならないよう、評価者・被評価者ともに、事前

に入念な準備を行うことが求められる。また、評価者一人当たりの被評価者の人数が多

すぎると充実した面談を実施できなくなるおそれがあることから、適切な人数について

考慮するなど、各職場の実情を踏まえつつ、評価者の負担軽減を図ることが望ましい。

評価者が、これらの取組において評価内容に応じた具体的な指導・助言を実施するだけ

でなく、職員の長期的なキャリアイメージ構築に対する支援を行うことにより、面談を

更に有意義なものにできる。この点において、評価者の役割が非常に重要となるため、

各団体においては、例えば、部下に対する育成や組織マネジメントの取組を人事評価の

評価項目に設定することにより、評価者による人材育成の取組を一層促していくことが

求められる。管理職の選抜に当たっては、中長期の評価結果を十分に踏まえて行うなど、

人事評価を効果的に活用していくことも重要である。 

また、人事配置に当たっても、組織が最高のパフォーマンスを発揮するためには、人

事評価制度を活用して、能力及び業績に基づく適材適所の配置や若手職員の抜てき・専

門的な知見を有する職員の活用など、長期的な育成を意識した配置を行うべきである。 

なお、以上のような人事評価を活用した人材育成の取組と評価結果に基づく人事配置

の実効性をより高めるためには、評価結果に基づく各職員の得意分野の能力向上や弱点

克服のための研修の受講を促すことも効果的であると考える。 
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＜参考２＞人事評価マニュアル（平成 26 年６月内閣人事局・人事院）抜粋 

面談の留意点 

 面談の場所・時間は職場の状況に応じ設定することとなりますが、例えば、静かな

場所で 1人 20 分程度を目安に行うことが考えられます。 

 

【取組の例】 

○面談の充実や効率化等のため、被面談者が面談者に対して「聞きたいこと、話したい

こと」を所定の様式に事前に記入し、面談開始前までに所属長に提出する取組を実施

している。（鳥取県） 

○年間３回の面談を実施し、目標設定、業務の進捗状況、成果等について話し合うなど、

人材育成の観点からきめ細かな指導・助言を行っている。（鳥取県） 

 ※面談の実施の流れについては、18 ページを参照。 

 

出典：人事評価に関する検討会報告書（H26.2 総務省人事恩給局）

＜参考１＞面談時間と面談の有益性との相関関係 
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○課長補佐級以下の職員は、「関心・興味のある職務」を設定し、育成面談を通じて、

評価者と被評価者の方向性のすり合わせや上司に支援してほしい内容の話合いを行

っている。さらに上司は、それらを踏まえた育成計画を考えていくこと等により、人

材育成とキャリア開発を支援していく体制を整備している。（三重県松阪市） 

○評価シートの中に、日頃感じていることやチャレンジしていること、これからの３年

間で修得を望むスキルやキャリア等を自由記述できる欄を設け、面談で活用してい

る。（大阪府池田市） 

○管理・監督者の評価項目には、「管理・監督」や「指導育成」という項目があり、正

しく評価や指導ができない者は、自身のマネジメント評価が低くなる仕組みとしてい

る。（大阪府池田市） 

○昇任・昇格する際には、過去２年間の評価結果を活用して、昇任・昇格候補者名簿に

登載している。（大阪府池田市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：鳥取県事例発表資料（第１回研究会）   

 

○鳥取県における上司（総括評価者）と部下（被評価者）による定期的な面談



19 

 

Ⅱ 公務を支える多様な職員の人材育成  

地方公共団体は、子育て・教育、介護、医療、まちづくり等、住民生活に密着した行政

を担っているが、厳しい財政状況の下、複雑・多様化する住民の行政ニーズにいかに応え、

行政サービスの質の向上を確保していくかが課題となっている。この課題に対応するため、

職員の多様な視点や発想の活用が求められており、特に、政策・方針決定過程に女性の視

点を取り入れていくことによる柔軟かつ効果的な施策の展開が期待されている。 

地方公共団体においては、近年、総職員数に占める女性職員の割合が増加している。ま

た、多様な行政サービスや様々な働き方へのニーズに的確に対応していくために、任期の

定めのない常勤職員以外の職員（再任用職員、任期付職員、臨時・非常勤職員）の増加等、

公務を支える職員は多様化している。これら、公務を支える多様な職員の人材育成として

特に必要な点を整理する。 

 

１ ライフサイクルに即した人材育成の在り方 

各地方公共団体が人材育成の取組を行う上では、男女にかかわらず、職員が将来、育児

・介護などの時間的な制約を抱えながら公務に従事していかなければならなくなる状況を

認識した上で、若手職員の時期から長期的な視点に立って取り組む必要がある。平成 28

年４月１日から女性活躍推進法が全面施行となり、全ての地方公共団体に対し特定事業主

行動計画の策定が義務付けられたが、特に女性職員については、計画の策定過程において

半数を超える団体が、ライフイベントによる時間的制約を受けやすく十分な職務経験を積

むことが出来ていないことや、ロールモデルとなる先輩女性職員が少ないことを人材育成

上の課題として挙げている。現在、各地方公共団体において、特定事業主行動計画に沿っ

て女性職員の活躍を推進しているところであるが、女性職員の計画的育成は、各団体とも

重点的に取組を行っていく必要がある分野である。このため、女性職員の人材育成の在り

方について留意すべき点を以下に整理する。 

 

（１）女性地方公務員の現況 

① 登用の現況 

平成 27 年度における女性地方公務員の登用について、本庁課長相当職以上に占める女

性の割合は都道府県が 7.7％、指定都市は 11.9％、市区町村が 12.6％となっており、女

性管理職の割合は、いずれの団体区分においても増加傾向にある（図１）。 
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（図１）管理職（本庁課長相当職以上）に占める女性の割合 

 

出典：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成 27 年度 内閣府） 

①  組織に占める女性職員の増加 

  近年、地方公共団体においては、女性職員の割合が増加傾向にある（図２）。また、

横浜市の例では、職員全体の６割を占めている 40 代、50 代の職員層においては男性の

割合が高いのに対し、20 代から 40 代半ばの職員層においては女性の割合が男性の割合

に近接している（図３）。この状況に鑑みれば、同市においては、今後、組織に占める

女性の割合は急速に高まっていくものと見込まれるが、これは多くの地方公共団体に共

通する傾向といえるのではないか。したがって、各地方公共団体が高い能力を有する幹

部・管理職を安定的に確保していくためには、女性職員を将来のリーダーに見据え、育

成し、より一層登用していくことが不可欠であり、各管理職もその認識に立つことが重

要である。 
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   出典：横浜市事例発表資料（第３回研究会） 

 

 ③ 昇任試験の受験状況等 

係長級への昇任試験は、女性職員の有資格者に占める受験者数の割合は約３割にとど

まっており、男性職員の半分程度となっている（図４）。また、課長級試験においても、

女性有資格者が受験する割合は４割弱となっており（図５）、男性に比べて低い傾向に

（図３）横浜市職員の年齢階層別における男女別職員数(平成 26 年度) 

（図２）地方公共団体における女性職員数の割合 

（各年４月１日時点）
出典：地方公務員月報 2016 年 3 月号（地方公共団体定員管理調査より作成）
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ある。 

女性職員の昇任試験の受験率が男性職員よりも低い背景の一つとして、係長級への昇

任時期が出産・育児期と重なることが挙げられる。 

自治体のアンケート等によると、 

・男性職員よりも育児等家庭における負担が大きいことから仕事と家庭の両立が困難

になること 

・仕事と家庭を両立している先輩職員が身近にいないこと 

・上位職に求められる能力を発揮する自信がないこと 

等の理由により、女性職員が昇任を躊躇する傾向にあることが把握されている。 

 こうした意見は、昇任試験制度を設けていない団体においても見られるところであ

る。 

 

（図４）係長級試験の状況 

  

 

出典：女性地方公務員の活躍推進に係る取組状況等調査（平成 27 年度） 

 

④ 女性職員の幹部・管理職への育成・登用の必要性 

女性の採用が進み、女性職員の全職員に占める割合が高まる中、育児等の負担を理由

として女性職員が昇任を躊躇する状況が続いた場合、自治体として必要とする幹部職員

を十分育成・確保できなくなるおそれがある。このほか、政策の意思決定過程に女性の

視点が反映されにくくなるなど、自治体経営上の問題が生じる懸念がある。このため、

女性職員のキャリア形成や仕事と家庭の両立支援、男性を含めた働き方改革等の取組を

進めることで、昇任に対するモチベーションが高まるよう支援していく必要がある。こ

（図５）課長級試験の状況 
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のことは、女性幹部・管理職員を育成し、今後の各団体の組織力・経営力を高めていく

上で不可欠な取組であり、危機感を持って対応すべきものである。 

なお、仕事と家庭の両立支援の一環として、育児期の女性職員の負担軽減に配慮する

ために定型的業務を行うポストに配置することがあるが、このような配慮が過度となっ

た場合には、十分な職務経験を積むことができなくなるなど女性職員のキャリア形成を

阻む要因になりかねない。また、女性職員も現状に甘えてしまったり、自分は組織から

期待されていないのではないかという疑念を抱くこと等によりキャリアアップへの意

欲を失いかねない。育児期の女性職員であっても全体の奉仕者であり、自治体行政を支

える重要な人材であり、多様な職務経験を積むことができるような人事管理を行うこと

が一層求められているといえる。そのためにも、後述の、時間的制約がある中で成果を

挙げるための働き方の改革を強力に推進していく必要がある。 

 

（２）女性職員の活躍に向けた取組 

① 女性職員のキャリア形成を促す人事運用 

ア 採用後間もない時期からの早期育成 

職員のキャリア意識の醸成は、男性職員、女性職員にかかわらず、採用直後から子

育てや介護等による時間的制約がある時期も含めて、様々なポストで数多くの経験が

できる人事運用を行うべきである。これにより職員は、業務に対する幅広い知識・経

験、やりがいと自信を身に付けるとともに、キャリアデザインを自発的に考えること

が可能となる。 

その際、男性特有の部署、女性特有の部署といった固定観念により男女間で部署の

切り分けを行うことは、十分な職務経験が蓄積できなくなるという点でキャリア意識

の形成を妨げる要因となる。このため、職域の固定化を解消し、むしろ、これまで女

性職員がなかなか配置されてこなかった部署（例：企画部門、財政部門など困難度は

高いが、大きな成長につながることが期待できる部署）に積極的に配置するなど、職

域の拡大も併せて行うべきである。 

 

【取組の例】 

○出産・子育てといったライフイベントを迎える前の早い段階で経験を積ませるために、 

採用後 10 年間で３つの部署を経験させている。（大阪府池田市） 
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○男女問わず、窓口・事業・管理部門など、複数の性質の異なる職務を経験できるよう

な人事異動を行っている。（横浜市） 

○配置ポストに男女の偏りがないよう配慮すると共に、マネジメント力が必要なポスト

にも女性職員を積極的に配置している。（兵庫県加古川市） 

○女性職員に対し、企業誘致、用地交渉、税の滞納整理業務などへの積極的な配置等の

職域拡大を行っている。（福井県） 

○女性職員が若いうちから業務に対する責任感を醸成できるよう、積極的に議会に随行

させている。（大阪府池田市） 

 

イ 長期的育成を意識した人事管理 

女性職員の活躍に当たっては、採用直後から本人の能力・適性を見極めつつ、子育て

等を経験した後の本人の勤務状況などを考慮して、将来の幹部候補としての育成を視野

に入れた計画的な人事配置を行うことが重要である。 

また、育児休業から復帰した女性職員を長期間にわたって職務上の負担が少ない部署

に配置するなど、人事上の過度な配慮が女性職員のキャリア形成を阻む側面もあること

を認識すべきである。この場合には、個々人の事情も踏まえつつ、その後のキャリア形

成にもつながるような活躍の機会を積極的に付与する人事配置を行うことが必要と考え

られる。 

なお、職員の長期的な育成を進めていくためには、研修の取組も効果が見込まれる。

男性・女性に関わらず、職員に対して研修を受講する機会を付与することは、地方公共

団体の責務であるが、小規模な市町村においては研修を全て単独で実施することが困難

な場合もある。このため、都道府県や都道府県を単位とする研修機関が積極的に市町村

職員向けの研修を開催することや、他の市町村と連携協力して研修を実施する、さらに

は全国規模の研修機関を活用するなどの手法により、人材育成を図ることも有意義であ

る。こうした研修実施に当たっての様々な工夫を通じ、各職員の能力開発の促進、より

効率的な公務職場の実現を指向していくことが望ましい。 

 

【取組の例】 

○様々な組織風土や業務内容を経験することで、幅広い視野や柔軟な思考力が養成され、

また、高度な専門知識の修得につながることから、意欲と能力のある女性職員を、 
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中央省庁や他県、市町村、民間企業、海外の長期研修等に積極的に派遣している。（山

梨県） 

○企画、事業実施部門をはじめ、多様な知識や経験を身に付けることができる職への女

性の積極配置。民間企業女性社員との異業種交流会を開催している。（三重県） 

○議会答弁資料や課内意思決定の場に立ち会えるような事務を付与している。（大阪府

池田市） 

 

ウ 昇任試験受験割合向上のための取組 

政府は、「第４次男女共同参画基本計画」において、地方公共団体における課長以上

の幹部職員のほか、課長補佐、係長といった各役職における女性職員の登用の目標を設

定し、将来指導的地位を担うことが期待される人材プールを確保することを目指してい

る（参考３）。 

これに対し、地方公共団体における女性職員の昇任試験の受験割合が男性職員に比べ

て低く、とりわけ係長級試験においては、受験時期が出産や育児等のライフイベントの

時期と重なるケースが多いこと等から特に低くなっていることは前述のとおりである。

一方で、係長級になってから管理職になる職員の割合は、係長級試験の受験割合に比べ

て男女差が縮小しているという調査結果もあるなど、係長級への昇任が進めばその後の

キャリアにもつながるものと考えられる。したがって、各職員の昇任に対するインセン

ティブを高め、係長級試験を中心とした昇任試験の受験率を向上させるため、受験を促

したり、受験要件の見直しを行うこと等が重要である。 
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＜参考３＞第４次男女共同参画基本計画 成果目標（抜粋） 

項 目 現 状 成果目標（期限） 

都道府県の地方公務員採用試験（全体）からの採用者に占め

る女性の割合 

31.9％ 

（平成 26 年度） 

40％ 

（平成 32 年度） 

都道府県の地方公務員採用試験（大学卒業程度）からの採用者

に占める女性の割合 

26.7％ 

（平成 26 年度） 

40％ 

（平成 32 年度） 

都道府県職員の各役職段階に占める女性の割合 

 

本庁係長相当職 
20.5% 

（平成 27 年） 

30％ 

（平成 32 年度末） 

本庁課長補佐相当職 
16.4％ 

（平成 27 年） 

25％ 

（平成 32 年度末） 

本庁課長相当職 
8.5％ 

（平成 27 年） 

15％ 

（平成 32 年度末） 

本庁部局長・次長相当職 
4.9％ 

（平成 27 年） 

10％程度 

（平成 32 年度末） 

市町村職員の各役職段階に占める女性の割合 

 

本庁係長相当職 

市町村 31.6％ 

政令指定都市 23.5％ 

（平成 27 年） 

35％ 

（平成 32 年度末） 

本庁課長補佐相当職 

市町村 26.2％ 

政令指定都市 19.4％ 

（平成 27 年） 

30％ 

（平成 32 年度末） 

本庁課長相当職 

市町村 14.5％ 

政令指定都市 13.4％ 

（平成 27 年） 

20％ 

（平成 32 年度末） 

本庁部局長・次長相当職 

市町村 6.9％ 

政令指定都市 7.9％ 

（平成 27 年） 

10％程度 

（平成 32 年度末） 

地方警察官に占める女性の割合 
8.1％ 

（平成 27 年度） 

10％程度 

（平成 35 年） 

消防吏員に占める女性の割合 
2.4％ 

（平成 27 年度） 

５％ 

（平成 38 年度当初） 

男性地方公務員の育児休業取得率 
1.5％ 

（平成 25 年度） 

13％ 

（平成 32 年度） 

 

【取組の例】 

○もともと、試験日を日曜日に設定していたが、保育サービスを受けられる土曜日に

変更した。（大阪府） 

○係長級昇任試験当日は、子どもを預かる部屋を設け、そこに保育士（管理職）を配

置することにより、子を持つ職員も試験を受けやすい環境を整備している。（堺市） 

○係長級昇任試験の受験時期が出産、子育ての時期と重なるケースが多いことから、

出産育児のため休務している職員は、一次試験の再受験を免除する期間を延長して

いる。（堺市） 

○若年層の結婚、出産、育児などのライフサイクルに配慮し、受験開始時期を２年早

めた。（神戸市） 

○出産・育児・介護を理由とした場合に受験を延長することを認めている。さらに､
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第２子、第３子が生まれた場合には再度の延長を可能とした。（神戸市） 

○係長級昇任試験前に女性職員による交流会を開催して、ロールモデルとなる女性職

員とのディスカッションを行い、受験意欲の向上を図っている。（堺市） 

○仕事と家庭の両立等、キャリア形成の悩みを抱く職員が、上司以外の職員に相談し

助言や指導を受ける相談制度(メンター制度)を設けている。（堺市） 

○初めて昇任試験の受験資格を得た職員に対して、人事部長から受験を勧奨する手紙 

を送付している。（横浜市） 

 

② キャリアイメージ構築のための支援の在り方 

男性職員に比べ女性職員は、ロールモデルとなるべき先輩女性職員が少ないこと等を理

由にキャリアの先行きが不透明となり、目標を見失い、結果として仕事に対する意欲が低

下することが懸念される。このため、主に以下の４点について取り組むことが重要である。 

ア ロールモデル職員に関する情報の共有 

女性職員にとって、仕事と家庭の両立を図りながら活躍している先輩女性職員が身近

な場所にいることは、今後のキャリアデザインを考える上で大きな刺激となり、ロール

モデル女性職員の存在は女性職員の育成にも大きな影響を与えるものと考えられる。 

女性職員が仕事と家庭の両立の実践についてイメージしやすくするため、各地方公共

団体においては、出産、育児、介護等を経験しながらも活躍している先輩女性職員を対

象としたロールモデル職員集の作成や、これらのモデル職員による経験談・意見交換の

場の提供などにより、「将来、行政の第一戦で活躍している自分の姿」を思い描く機会

を増やすことが重要である。 

地方公共団体によっては、ロールモデルとなり得る女性職員が少なかったり、目立た

なかったりする団体もあることから、国において、様々なロールモデルについての事例

集を作成し、情報提供することも意義のあることと考える。 

また、自治大学校や市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化研修所といった外部

研修機関での研修や、政府各府省、他の地方公共団体、民間企業等に女性職員を積極的

に派遣することも効果が見込まれる。特定の地域、分野の枠を超えた職員と交流するこ

とで、研修又は派遣が終了した後には、そこで得たネットワークが業務上の課題解決に

役立つことに加え、当該職員にとって今後のキャリアイメージの構築にも効果が期待で

きるものと考える。 
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【取組の例】 

○ロールモデルとなる女性先輩職員の講演やグループワーク等を行う研修を実施。（神

奈川県） 

○研修講師に、子育てをしながら実力主義が求められる外国企業の重役を務めた女性を

選定。（岐阜県） 

○子育てと両立しながらキャリアアップしてきた先輩職員の体験談・メッセージ 

をロールモデルとして紹介し、庁内ＨＰで周知。（仙台市） 

 

イ 人事評価の面談等を通じたキャリア意識の醸成 

女性職員のキャリアイメージを構築させるためには、管理職が女性職員の育成の必要

性を認識し、そのために必要な「後押し」や「助言」を行うべきであるが、従来の意識

や慣行から、これらの取組が不十分な管理職も多いと思われる。 

このため、部下に対する助言の場としての人事評価の面談を活用し、評価結果に基づ

き「優れている点」や「今後伸ばしてほしい点」を具体的に伝えることにより、女性職

員の自信やモチベーションの向上につなげていくことが肝要である。また、それらの点

をキャリアパスにどのようにつなげていくかなど、面談をキャリアイメージ構築のため

の具体的な助言の場としても活用していくべきであると考える。 

なお、面談を実施することにより、上司・部下双方向のコミュニケーションの充実に

よる意欲の向上、管理職のコミュニケーション・スキルの向上も期待されるところであ

る。 

 

【取組の例】 

○職員が「キャリアプランシート」を作成・提出し、キャリア相談担当者（所属の上司、

人事担当者等）と面談を実施している。（神奈川県） 

○職員に｢キャリア自己分析表｣等を活用して主体的に能力開発やキャリア形成を考え

ることを促し、人事評価や人事異動の上司との面談において、キャリア形成に関する

相談・助言を実施している。（横浜市） 

○職員のキャリア支援に向けて、全ての職場において管理監督者がキャリア支援の視点

に立った面談を実施することを目指し、実施率 100％を目標値として設定している（栃

木県宇都宮市） 
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ウ より効果的なキャリア形成支援等の実施 

女性職員が、より効果的にキャリアイメージを構築するためには、新規採用時や結婚

・出産期前、育児休業からの復帰時など、ライフステージに応じた研修を実施すること

が効果的である。また、仕事と家庭の両立や将来のキャリアに悩む女性職員が同様の境

遇を経験してきた先輩女性職員に気軽に相談できるよう、メンター等の相談体制を整備

するなどの支援も考えられる。このように、女性職員のキャリア形成のためには、組織

としてきめ細かな支援を行っていくことが重要である。 

 

【取組の例】 

○子育て経験を有する女性職員や職員ＯＢを「キャリアアドバイザー」とし、個別相談

を実施している。（鳥取県） 

○管理職から若手職員までの女性職員が気軽に交流、相談、意見交換を行えるランチミ

ーティングを実施した。（群馬県） 

○女性活躍やダイバーシティによる地域活性化と人材育成を目的に、規模や組織風土の

異なる民間企業で活躍する社員との交流・意見交換等を行う機会を設けている。（横

浜市） 

○専門知識を持つ民間のキャリアカウンセラーによるキャリア開発の相談を実施して

いる。（神奈川県） 

○直属の上司とは異なる責任職に、キャリア形成上の悩み等を個別に相談できる制度

（メンター制度）を創設。早期育成や昇任後の育成の重要性も踏まえ、採用後間もな

い職員から課長補佐級まで利用可としている。（横浜市） 

○20 代半ばのライフイベントが来る前に、ライフイベントによる働き方の変化を踏まえ

た上で、早期からの能力開発の必要性に気づき、より具体的にキャリア形成を考える

ことを目指した「ライフタイムキャリア研修」を実施している。（横浜市） 

 

③ 人事担当課の関与の在り方や管理職の意識改革 

女性職員の活躍推進に向けた取組には、職員一人ひとりの意識改革が必要であり、こ

れは管理職員であるか一般職員であるか、また、男性職員であるか女性職員であるかに

かかわるものではない。また、多様な職務機会や必要な研修機会の付与、長時間勤務の

是正、職場風土改革など、組織全体で継続的に取り組む必要があるものが多い。これら
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の取組を効果的に行うためには、組織全体の理解の下、組織のトップ自らがこれらの意

義をしっかりと理解した上で、部下職員に様々な働きかけを行っていくことが重要であ

る。また、若い時期に責任のある職に就くことを目指すような方向付けをしていくこと

が人材プールの充実にもつながるため、人事担当課や管理職が女性職員に対する「後押

し」を意識的に行っていく必要があると考える。この時、人事担当課や管理職は、女性

職員に「期待をしている」旨を明確に伝えることを意識的に行うべきである。そういっ

たメッセージの積み重ねにより、女性職員の昇任意欲、ひいては組織全体の公務能率が

向上していくものと考える。 

また、意識改革は、男性職員・女性職員を問わず必要なことであるが、地方公共団体

における男性職員の育児休業取得率が 2.2％（平成 26 年度）と極めて低い状況にあるこ

とに鑑みると、男性職員への更なる啓発が必要である。研修の場のみならず、日常的に

も機会を捉えて、女性活躍の必要性への理解を促し、男性が育児や介護などに関わるこ

とは特別なことではないという意識を持つよう働きかけたり、そうした意識を自然に抱

けるような職場風土の醸成に努めるべきである。 

加えて、女性活躍推進法に基づく取組を進めていくため、各団体の人事担当課は、女

性職員の活躍に関する情報やその取組状況の「見える化」を図り、他団体の優良事例を

共有していくことも有効と考えられる。 

 

【取組の例】 

○市長や副市長、外部講師から、女性職員の育成、働き方改革の意義・必要性等につい

て直接伝える研修・セミナーを実施している。（横浜市） 

○男性管理職員の意識改革を図るため、女性職員を対象とした研修や首長と女性職員と

の懇談会等に、１次評価者である男性職員を指名で受講させている。（大阪府池田市） 

○首長が、女性活躍に関するアクションプランの作成や女性管理職の積極的な登用目標

の設定などに参画し、女性職員を活用していくということを強くメッセージとして打

ち出している。（横浜市） 

○部長職以上の研修に企業の経営者を招いて、経営の視点に併せて、女性の活躍を進め

ていくための意識改革の必要性を研修のテーマに盛り込んでいる。（横浜市） 

○初めて昇任試験の受験資格を得た職員に対して、人事部長から受験を勧奨する手紙を

送付している。（横浜市） 
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④ 時間的制約を抱えていても業績を挙げることができる働き方への改革 

各地方公共団体においては、職員が子育てや介護等により時間的制約を抱えていても、

組織の一員として能力を十分に発揮し、業績を挙げられる働き方を実現していくこと

が、今後ますます求められるものと考える。このため、管理職の業務マネジメント改革

や職員の意識改革を行うほか、周囲の理解やサポートを得られる職場風土を醸成し、労

働時間の長さよりも業績を重視する環境を整える必要がある（詳細については、後述）。 

 

【取組の例】 

○育児を理由に部分休業等を取得している女性職員等についても、能力・意欲がある職

員については、積極的にポスト職に登用している。（千葉市） 

○部分休業や育児短時間勤務に加え、勤務時間の弾力的運用の活用を推進している。（大

阪府池田市） 

○育児休業を取得する職員がスムーズに復帰し、また子育てをしながらもチャレンジ意

欲を持って仕事に取り組めるよう、出産休暇前から復帰後までの総合的な相談支援と

して、所属長と本人とで今後の仕事と子育ての計画を話し合う場の設定、復帰後の速

やかなＯＪＴの実施など、様々な形でのフォローアップ体制を確立している。（北九

州市） 

○フレックスタイム勤務を導入し、一定の範囲で、育児や介護、地域活動などそれぞれ

のライフスタイルに合わせた勤務時間を選択できることとしている。（鳥取県） 

 

２ 職種・任用形態に応じた適切な人事管理の実施 

（１）再任用職員 

① 職員数の推移 

平成 25 年度以降の公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢の段階的引上げに伴い、

いわゆる「雇用と年金の接続」としての再任用が必要となったことから、平成 26 年度

の再任用職員の数は、対前年度比で 18,162 人（27.4％）増加している。また、平成 27

年度も同比 4,582 人(5.4%)の増加となる（図６）など、増加が続いており、支給開始年

齢が 65 歳となる平成 37 年度まで、支給開始年齢の段階的引上げが３年に１度行われ、

60 歳を超える職員が公務部内に追加的に留まっていくことから、今後も再任用職員が増

加することが見込まれる。 
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（図６）再任用職員数の推移 

      

出典：地方公務員の再任用実施状況等調査（平成 27 年度） 

② 再任用職員の活躍に向けた課題 

「モチベーション上の課題」や「今までの職務経験が活かせない部署に配属される等

の配置上の課題」が多くの団体で顕在化している（参考４）。また、公的年金の支給開

始年齢の段階的引上げに伴い、今後も再任用職員数が増加することが見込まれる（参考

５）ことから、今まで以上に配置上の課題等が生じてくることが予想される。 

 

＜参考４＞再任用職員の活躍に向けた課題 

 

出典：多様な職員の活躍・人材育成に関する調査（平成 28 年度） 
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＜参考５＞再任用職員数の増加について 

2.9万人

H26 H38(制度完成時）

約7.0万人

約39.9万人

？万人

 

H26 年度現在総数 約 8.5 万人 

うち H26 年度新規再任用職員 約 2.9 万人 

［参考：H25 年度の 60 歳以上退職者数 約 7.0 万人］ 

 

   H38 年度（制度完成時）61 歳～65 歳退職職員数（見込み） 約 39.9 万人（※） 

  （※）地方公共団体の職員のうち、H38 年度において再任用職員となる年齢である H27.4

時点で 50 歳～54 歳の総数。 

 

③ 再任用職員の活躍に向けた取組 

再任用職員の活躍に向けては、上記課題を踏まえ、モチベーションの維持・向上を図

る取組、配置等の勤務状況のミスマッチを解消する取組が必要である。 

モチベーションの維持・向上を図る取組については、新たな配属先での自身の立場と

役割の再確認を図り、新たな心構えを醸成させるため、意識改革を目的とした説明会、

研修を継続的に行うべきであると考える。このとき、先の課題が示すとおり、団体によ

っては、「組織として目的を持って活用できていない」「他の職員との連携がうまくい

っていない」といった課題も抱えていることから（参考４）、周囲の職員についても研

 

(H26 年度新規再任用職員) 

（※） 

［年金支給開始年齢：61歳］ ［年金支給開始年齢：65歳］ 
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修を受講し、再任用制度や活用の在り方等について理解を深めることが望ましい。 

また、人事評価の面談において、目標設定や業務の遂行状況等について、評価者と被

評価者が十分に意思疎通を図りながら、今後の業務遂行について確認していくことなど

により、再任用職員のやる気が更に引き出され、活躍につながるものと考える。加えて、

高い業績を挙げた職員を適切に処遇することも、士気高揚につなげることも重要であ

る。そのため、勤勉手当の成績区分が「優秀」以上とされた職員には、その結果を支給

額に反映させるなど、評価結果によるメリハリを付けることにより、再任用職員が能力

を発揮し、意欲を持って勤務できるようにするべきである。 

勤務状況のミスマッチを解消する取組については、人事当局が中心となり、これまで

の経歴や人事評価結果等をもとに適性を考慮した配置を行い、また、配置先との事前調

整を基に勤務形態を決定していくことも大切である。 

今後も増加することが見込まれる再任用職員については、行政需要に応じた活用方法

について、更に検討を深めていく必要があると考える。 

 

【取組の例】 

○意識改革を目的とした研修を実施しているほか、人事評価の取組の中で目標管理や面

談を行い、モチベーションの向上に努めている。（埼玉県） 

○年１回、人事課主催で再任用職員との意見交換会を実施し、その場で出た意見を参考

にして配置等を行っている。（島根県） 

○職位逆転現象からモチベーションの維持・向上が困難となる例があったため、一部の

部署において、係長を含む全ての構成員を再任用職員とする「グループ配置」の  

 取組を試行している。（福岡県） 

○再任用職員としての心構え、後輩への技術継承の具体的手法等について、外部講師を

招いて研修を行っている。（千葉県流山市） 

○再任用職員を含む全ての職員を対象に、再任用制度や再任用職員への対応等の在り方

についての説明会を実施している。（宮城県利府町） 

○再任用職員の将来見込み数を把握し、将来の組織の方向性を検討している。（宮城県

利府町） 

○再任用職員と定年退職予定職員を対象(いわゆる 60 歳前後職員)に、｢退職期前後の働

き方検討会｣として、再任用職員の働き方等を検討している。（宮城県利府町） 
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（２）任期付職員及び臨時・非常勤職員 

 ① 職員数の推移 

任期付職員制度の採用状況については、平成 27 年４月１日時点で、1万 1,097 人（前

年度比 1,432 人、14.8％増）となっている。団体区分別の採用状況では、都道府県では

2,013 人（同 165 人増）、指定都市では 1,183 人（同 190 人増）、市区町村では 7,901

人（同 1,077 人増）と、いずれの区分においても増加傾向となっている（図７）。 

 

（図７）任期付職員の採用状況の推移 

 

出典：地方公共団体における任期付採用制度の運用状況に関する調査（H27.4 現在） 

また、平成 28 年４月１日時点における臨時・非常勤職員は、約 64 万 5,000 人となっ

ており、平成 17 年調査から約 189 千人（41.4％）増加している。多様な行政ニーズに

地方の現場として対応するため、臨時・非常勤職員の働く場がこれまで以上に広がって

いる（図８）。 

 

（図８）臨時・非常勤職員数の推移 

出典：臨時・非常勤職員に関する調査 

平成 17年４月１日現在 平成 20 年４月１日現在 平成 24 年４月１日現在 平成28年４月１日現在

約 45 万 6,000 人 約 49 万 8,000 人 約 59 万 9,000 人 約 64 万 5,000 人 
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② 任期付職員及び臨時・非常勤職員の活躍に向けた課題 

任期付職員の活躍に向けた課題については、「課題なし」としている団体が６割を超

えているが、これは採用段階で求められる能力の実証が十分に行われ、人事評価の面談

や研修機会の付与等、活躍のための取組を既に行っているためと考えられる。一方で、

採用後に「期待していた業務内容と異なること等によるモチベーション上の課題」や「遵

守すべき服務規律等の研修についての取組が不十分」といった課題が見られる（参考６）。 

 

（参考６）任期付職員の活躍に向けた課題 

 

                    出典：多様な職員の活躍・人材育成に関する調査（平成 28 年度） 

 

臨時・非常勤職員の活躍に向けた課題についても、約６割の団体において「課題なし」

としており、これも採用段階で業務に必要な能力の有無を確認しているほか、採用後に

おいても必要な研修等を行っているためと考えれる。一方、採用後に「業務分担の整理

が不十分であること等を理由としたモチベーション上の課題」や、任期付職員と同様、

「遵守すべき服務規律等の研修についての取組が不十分」といった課題も見受けられる

（参考７）。 
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（参考７）臨時・非常勤職員の活躍に向けた課題 

 

                 出典：多様な職員の活躍・人材育成に関する調査（平成 28 年度） 

 

③ 任期付職員及び臨時・非常勤職員の活躍に向けた取組 

任期付職員及び臨時・非常勤職員の活躍を進めるに当たっては、業務遂行に係る情報

の共有を図り、コミュニケーションを円滑にとれるような職場環境を整備することが重

要である。また、任用に際しては、職務内容を明らかにし、必要な能力の有無を検証す

る必要があるが、任用後においても、人材育成基本方針や人事評価を活用することによ

り、それぞれの活躍を促していくべきである。具体的には、これらの任用形態ごとに求

められる能力を明らかにして人材育成基本方針へ位置付けるほか、人事評価の面談によ

り業務目標を設定し、それを部署内で共有する取組などが考えられる。 

また、公務員として遵守することが必要な服務規律の徹底や人権意識・倫理感の向上

のための取組は、現場任せにせず、人事当局が主導し、研修の機会を付与するなど、組

織的に対応することが必要である。 

なお、十分に能力を発揮できるようにするためにも、任用制度の整備（例：守秘義務）

を行うほか、再度の任用の際には、能力実証を客観的に行っていく（人事評価）ことが

求められる。 

 

【取組の例】 

 ○任期付職員 

・当初の任期３年の満了者が任期を更新する場合、一定の年齢以上で勤務成績が良好
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の者について主任（３級）への格付けを実施している。（岩手県） 

・育休代替の任期付職員については、一般職員としての人事考課や人材育成研修等の

対象としている。（横浜市） 

・これまでの職歴を活かせる所属への配置を行い、任用後も任期の定めのない職員と

同様、新規採用職員研修を受講させている。（大分県大分市） 

 ○臨時・非常勤職員 

・定例的に行っている業務システム研修（物品、財務等）により、業務上必要なスキ

ルを習得させている。また、所属長面接を年間２回（４月・12 月）実施し、業績に

対する助言等を行っている。（山梨県） 

・臨時・非常勤職員が県職員（公務員）としての意識を強く持つとともに、その能力

を十分発揮できるよう、『臨時・非常勤職員ハンドブック』を作成し、配布してい

る。（静岡県） 

・コンプライアンス意識の徹底、倫理規範意識の向上を図るための研修を実施してい

る。（兵庫県赤穂市） 
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Ⅲ 働き方の見直し  

近年、ワークライフバランスの重要性についての意識が我が国全体で高まっており、価

値観やライフスタイルの多様化とともに働き方に対するニーズも多様化している。幅広い

職員が能力を十分に発揮し、高い士気を持って勤務できるような働き方について、特に留

意が必要な点を整理する。 

 

１ 効率的な業務運営や業績を重視する職場環境の実現 

地方公共団体によっては、仕事の成果よりも、労働時間の長さを重視する風土が依然と

して残っているところもあると考えられる。このような職場風土は、育児や介護等による

時間的制約を抱える職員のキャリア形成の可能性を狭める大きな要因となる。このため、

効率的な業務運営やワークライフバランスに資する取組を行った者を適切に評価し、処遇

に反映するなど、労働時間の長さよりも業績や業務の改善・効率化を重視する職場環境を

実現していくことが必要である。また、このような環境を定着させるためには、管理職自

らがワークライフバランスの取組を率先して行うなど、他の職員の模範となることが求め

られる。 

長時間労働を縮減することに対しては、例えば、行政サービスの低下を招くのではない

か、また、住民の理解が得られないのではないかといった懸念が示されることがある。し

かし、長時間労働の縮減のため、無駄の徹底的な排除等の業務改善を行えば、職員はより

業務に専念しやすくなり、むしろ行政サービスの向上につながるものと考えられる。さら

に、業務効率化による労働生産性の向上や、ワークライフバランスの実現による職員の士

気向上、退庁後の自主学習・自己啓発のための時間の充実による職員の自発的な能力開発

の促進といった効果も期待される。 

さらに、こうしたメリットを発信し続けていくことにより、組織全体で効率的な働き方

についての意識の共有が進むとともに、その取組に対する住民の理解も得られ、働き方の

見直しが一層進展するものと考える。 

 

【取組の例】 

○効率的な業務運営や業績を重視する人事評価制度の実施 

・「ワークライフバランスの推進」、「超過勤務縮減に向けた取組」等を評価項目の

着眼点として設定している。（島根県松江市） 
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・管理職の人事評価において、「人材育成の推進と職場づくり」「徹底した事務事業

の見直し」につながる具体的な目標設定を必須とし、評価を行っている。（横浜市） 

・超過勤務時間が一定時間を超えた部下職員がいた場合に、管理職に対して警告メッ

セージを発信している。（横浜市） 

・課長級の人事評価について、「ワークライフバランスの推進」や「時間外勤務縮減 

等の実践」について、部下職員や同僚課長からの多面評価を実施している。（北九

州市） 

○時間外勤務縮減の取組 

・首長を含む幹部会議等で、各部局の時間外勤務の状況を全庁的に共有している。 

（長野県） 

・時間外勤務縮減シートを作成し、所属長が各職員の業務量を平準化している。 

（山形県） 

・人事担当課が、時間外勤務の多い所属の要因や今後の見通しをヒアリングし、指導 

助言、庁内公表を行っている。（佐賀県） 

・各所属において、業務の改善・効率化やワークライフバランス推進の環境を点検し

ている。（大分県） 

・「残業ダイエット期間（７月）」においては、所属ごとに時間外勤務の縮減目標を

設定し、実績が目標時間を上回った場合には、その原因及び時間外勤務縮減に向け

た対応について報告する取組を実施している。（埼玉県） 

・「仕事の効率 UP 推進期間」の参考資料として、仕事の効率化につながる取組事例集

を作成し、職員に配布している。（福井県） 

 ○市民・企業への発信 

  ・人事担当課と政策局男女共同参画推進課等が連携し、市民や企業に｢イクボス宣言｣

等の市役所の取組を発信している。(横浜市) 

 

２ より効率的かつ柔軟な働き方の推進 

フレックスタイム制やテレワーク、ゆう活といった、従来の固定化された勤務時間や勤

務場所にとらわれないワークスタイルは、ワークライフバランスの実現による職員の意欲

や士気の向上、家庭環境等に合わせた業務遂行の実現、効率的な時間配分による超過勤務

の縮減等が期待されるなど、公務能率の一層の向上と人材の確保に資するものである。こ
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れらの取組は、家庭生活と仕事のどちらかを選択するのではなく、両方の選択を可能とす

る新しい働き方として、これからの職員のニーズに応えていくものと考えられる。これら

の働き方を進めることにより、家族や友人と過ごしたり地域活動に参加したりする時間、

自己啓発のための時間が確保され、各職員の視野の拡大や創造性の向上、自己成長の実現

につながることが期待される。 

フレックスタイム制については、平成 27 年の人事院の報告で述べられているとおり、①

職員に柔軟で多様な勤務形態の選択肢を用意することは、職員がその能力を十分に発揮し、

高い士気を持って効率的に勤務できる環境を整備することとなること、②ワークライフバ

ランスの実現が求められている中で、柔軟な勤務形態を導入し、働きやすい環境を整備す

ることは、職員の仕事と育児や介護等との両立を推進するとともに人材確保にも資するこ

となどからも、取組を推進していくことが重要である。 

また、テレワークについては、業務遂行や勤怠管理を十分に行えないのではないかとい

う懸念を有する団体もある。しかし、例えば、会議資料等の作成や調査結果の集計・分析

といった自己完結的な業務、事業実施に係る企画書の作成等の企画立案業務などは、テレ

ワークを活用して自宅等で集中して取り組むことにより、生産性の向上が期待できるもの

である。また、通勤に長時間を要する職員の場合には、身体的・精神的な負担が軽減され

ることにより、ワークライフバランスの向上に併せて、より生産性の高い業務の執行に資

することが期待される。さらに、紙媒体による資料の管理から電子媒体による管理への移

行を進めることにより、ペーパーレス化が図られることに加え、副次的な効果として、資

料の検索・加工などが効率的に行えるようになるなどの効果も期待される。勤務状況につ

いても、職員の業務端末に端末の操作状況を確認できるシステムを装備したり、テレワー

クによる業務実績の報告を徹底することにより、必要な管理を行うことは可能と考えられ

る。課題ばかりに目を向けて導入を躊躇するのではなく、既に実施している団体から課題

解決の方法や効果等を学び、積極的に導入することが望まれる。 

ゆう活は、長時間労働の抑制やワークライフバランスの実現に向け、働き方を含めた生

活スタイルを変革する新たな国民運動として実施されている。具体的には、昼が長い夏は、

朝早くから働き始めることで、夕方に自由な時間を創出し、趣味の時間や家族サービスな

どに有効に活用しようとするものである。平成 28 年度にゆう活を実施した団体における職

員向けのアンケート調査では、実施した職員から、「今まで以上に効率的に仕事を進める

意識が働くようになった」、「育児に積極的に参加することができた」など、約８割の職



42 

 

員が有意義であったと回答している。また、所属部署からも、「時間外勤務の縮減に有効

であった」、「職員が時間の使い方を見直すきっかけになった」など、ゆう活の取組を評

価する意見が見られた。各地方公共団体においては、まずは実践してみることが重要であ

り、その実施結果を分析し、課題の改善を図ることにより、より良い成果が出せるよう取

り組むなど、地域をリードする役割を果たすことが期待される。 

以上のような多様な働き方のメリットを踏まえ、これらの働き方を組織として推進し、

管理職が一人ひとりの職員の働き方に対する意向を汲んでいくことで、職員が職場や家庭、

社会の中で活躍できる環境が醸成されるものと考える。 

 

＜参考８＞地方公共団体における働き方改革の取組状況 

 

  ※１ フレックスタイム制の導入に関する条例の制定団体数（H28.4.1 時点） 
出典：地方公共団体におけるフレックスタイム制の導入に関する条例改正の実施状況調査（H28.4.1 時点） 

  ※２ テレワークの導入団体数（H28.5.1 時点）  
出典：地方公共団体におけるテレワークに関するアンケート（H28.5.1 時点） 

  ※３ ゆう活の実施団体数（平成 27 年度中） 
 出典：ゆう活の実施状況に係る調査（平成 27 年度） 

 

【取組の例】 

○ゆう活（朝型勤務）の実施に当たり、市のホームページや広報誌、各庁舎での張り紙

に加え、地元新聞社やテレビ各局への投げ込みと取材対応により周知を行い、市民の

理解を求めた。（福島県白河市） 

○一部の職場を対象にテレワークの試行を実施し、アンケートを行うなどの方法により

効果や課題を検証し、この結果を踏まえて対象職場を拡大して試行を継続することと
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した。（横浜市） 

○テレワークの効果的な利用方法 

・業務内容を事前に上司と相談し、生産性が上がる業務の場合のみ利用可能としてい

る。(カルビー株式会社) 

・利用しやすいよう、半日単位での取得を可能としている。（広島県） 

・テレワークにおける勤務場所は、原則として在宅勤務者の自宅とするが、在宅勤務

を行うことができる環境が整備されている場合は、自宅以外であっても所属長の判

断で実施することが可能としている（例：介護を要する親族の家、帰省先等）。（佐

賀県） 

・各職員がテレワークをスムーズに利用できるよう、ＩＣＴ技術の習得を促す研修を

実施。当該研修の様子を収録した動画や研修資料等については、イントラネット上

にテレワーク専用サイトを開設し、全職員に情報提供している。（佐賀県） 

・出張の際などに、移動に時間をかけず業務を効率的に遂行できるよう、サテライト

オフィスを設置した。（鳥取県） 

○ゆう活の取組 

・窓口業務を担う部署では、夕方においても窓口対応職員を一定数確保する必要があ

るため、定期的に実施している段取りミーティングにおいて、窓口対応職員と朝型

勤務実施職員の割振りの調整を行っている。（静岡県） 

・全庁的に取り組んでいる健康づくりプロジェクトの一貫として、ゆう活時に運動講

座を実施した。（長野県） 

・ゆう活の退庁時間（16:15）に退庁時間を知らせる音楽を流す取組や、職員が使用

するパソコン上に退庁を呼びかける画面を表示するなどの取組を実施した。（福井

県） 

・ゆう活を実施した職員が定時に退庁しやすいよう、午後４時以降に会議を設定しな

いよう周知した。（青森県） 

・ゆう活の実施結果を踏まえ、変則勤務のパターンを、午前７時 30 分開始から午後

１時開始までの７パターンに増やしたほか、その対象職場・職員を拡大した。例え

ば、窓口職場であっても、子ども送迎等で変則勤務を利用したい職員が多いことか

ら、実施の日数や勤務形態を各職場の判断に委ね、対象に加えることとした。（東

京都調布市） 
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３ 進捗状況・業績を管理する仕組みの確立 

上記１及び２の取組を行うことにより、職員が発揮する能力の低下があったり、行政サ

ービスの低下を招くことがあってはならない。このため、業務の進捗状況や業績を管理す

る仕組みを確立し、個々の職員が能力を最大限に発揮し、業績を挙げられるようにすべき

である。 

また、より効率的かつ柔軟な働き方を進めるためにも、主担当以外の職員であっても業

務内容やその進捗状況を把握できるように、日頃からそれらの情報を周囲の職員に共有し

ていく体制を構築することが重要である。 

さらに、これらの取組を真に実効あるものとするためには、首長のリーダーシップの下、

人事当局が中心となって、立案、実施、フォローアップ等を着実に行うことが不可欠であ

る。 

 

【取組の例】 

○進捗状況や業績管理の在り方 

・人事評価において、以下の項目を中心に中間フォロー面談を実施している。（長野県

松川町） 

 ア 状況の変化による業務目標や達成水準の再確認を行う 

 イ 業務目標の進捗状況が思わしくない場合、達成に向け指導・助言を行う 

 ウ 取組状況や取組姿勢について、必要に応じて指導・助言を行う 

○効率的かつ柔軟な働き方（フレックスタイム制、テレワーク等）を実施するに 

当たっての進捗状況や業績管理の在り方 

・実施前に勤務内容等を所定の様式に記入して所属長に申告するなど、業務内容のすり

合わせを実施している。（佐賀県） 

・実施後における一日の業務内容を所属長に報告させている。（カルビー株式会社） 

○業務内容やその進捗状況を組織内で共有するための取組 

・部門ごとに年度の目標と目標達成に向けた施策を立て、その進捗状況を共有してい

る。（横浜市） 

・各職場において毎日朝礼や夕礼を実施し、各職員の業務内容やその進捗状況等を共有

している。（横浜市） 
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おわりに 

 

近時、地方分権の一層の進展等により、地方公共団体においては、地域の課題について

自ら考え、解決していく政策形成能力や、高度化・多様化する住民ニーズへ的確に対応で

きる能力など、より高い能力を持った職員を育成することが、ますます重要となっている。

また、ワークライフバランスの重要性についての意識の高まり等を背景に、人事管理の在

り方や勤務時間・勤務形態等の働き方について、大きな変革が求められているところであ

る。 

本報告書では、各地方公共団体が、そうした人材育成や働き方の見直しを適切に行える

よう、「人事評価制度の人材育成への十分な活用」、「公務を支える多様な職員の人材育

成」及び「働き方の見直し」の各テーマについて、地方公共団体における現況と課題、取

組を行う上での基本的な考え方、そして先進的な自治体における取組例を掲載した。 

これらのテーマは、いずれも、近時における地方公共団体を取り巻く人事行政上の変化

を踏まえたものであり、各地方公共団体が、人材育成や働き方の見直しを行うに当たって、

参考にしていただきたい内容となっている。 

もとより、これら人材育成や働き方の見直しの取組は、各地方公共団体がその実情を踏

まえて、工夫をしながら取り組んでいくべきものである。よって、各地方公共団体におい

ては、首長の明確なリーダーシップの下、長期的かつ総合的な観点から、人材育成の在り

方、職場環境の在り方等について、不断の検討を行っていただきたいと考えている。本報

告書が、その検討における一助となれば幸いである。 
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地方公共団体における多様な人材の活躍と 

働き方改革に関する研究会開催要綱 

 

１ 趣旨 

平成 28 年４月に施行された改正地方公務員法により、地方公共団体において、能力・

業績に基づく人事管理の徹底を図る人事評価制度の導入が義務付けられた。また、女性

活躍推進法の成立や年金支給開始年齢の段階的引上げに伴う再任用の義務化、臨時・非

常勤職員の活用拡大等、公務を支える職員は多様化している。 

各地方公共団体は、こうした人事行政を取り巻く情勢の変化を踏まえて、人材育成や

働き方の見直しに取り組む必要があることから、これらの取組を行うに当たって留意す

べき事項について研究を行うため、本研究会を開催する。 

 

２ 名称 

本研究会の名称は、「地方公共団体における多様な人材の活躍と働き方改革に関する

研究会」（以下「研究会」という。）とする。 

 

３ 研究項目 

  研究会は、地方公共団体の人材育成や職場環境の整備等に関して、以下の項目につい

て研究する。 

（１）人事評価制度の人材育成への十分な活用の視点 

（２）公務を支える多様な職員の人材育成の視点 

① ライフサイクルに応じた人材育成の視点 

② 職種・任用形態に応じた人事管理 

（３）働き方の見直しの視点 

（４）その他 

 

４ 構成員 

  研究会の構成員は別紙のとおりとする。 

 

 



47 

 

５ 座長 

（１）研究会に、座長１人を置く。 

（２）座長は、会務を総理する。 

（３）座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、座長が指名する者が、その職務 

を代理する。 

 

６ 議事 

（１）研究会の会議は、座長が招集する。 

（２）座長は、必要があると認めるときは、必要な者に研究会への出席を求め、その意 

見を聴取することができる。 

 

７ 雑則 

（１）研究会の庶務は、総務省自治行政局公務員部給与能率推進室において処理する。 

（２）本要綱に定めるもののほか、研究会に関し必要な事項は、座長が定める。 

（３）研究会の会議は、原則として公開しないが、会議の終了後、配布資料を公表する

とともに、議事概要を作成し、これを公表するものとする。 

 ただし、座長が必要があると認めるときは、配布資料の一部を非公開とすること

ができる。 
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｢地方公共団体における多様な人材の活躍と 

働き方改革に関する研究会｣構成員名簿 

 

    

 （敬称略、委員は五十音順） 

 

座 長  辻  琢也  一橋大学副学長・大学院法学研究科教授 

 

委 員  荒田 すみ子 鳥取県総務部行財政改革局職員人材開発センター所長 

 

池戸 淳子  横浜市旭区長 
 

(前横浜市女性活躍・男女共同参画担当理事) 

 

稲継 裕昭  早稲田大学政治経済学術院教授 

 

上浦 善信  大阪府池田市人材育成推進参与 

 

江木 忍   カルビー(株)執行役員人事総務本部長 

 

    折笠 浩幸  宮城県利府町総務課長 

 

川田 琢之  国立大学法人筑波大学ビジネスサイエンス系教授 

 

権丈 英子  亜細亜大学副学長・経済学部教授 

     

    藤田 由紀子 学習院大学法学部教授 

 

    前浦 穂高  (独)労働政策研究・研修機構総合政策部門副主任研究員 
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検討経緯 
 

第１回 平成２８年５月３１日（火） 

 ・地方公共団体の人材育成をめぐる現状と課題について  

 ・検討の視点と今後のスケジュールについて 

 ・事例発表（鳥取県、大阪府池田市、宮城県利府町） 

 

 

第２回 平成２８年６月３０日（木） 

 ・第１回研究会の議論を踏まえた論点整理について 

 ・人事評価制度の導入状況等調査結果について 

・事例発表（大阪府池田市、カルビー株式会社） 

 

 

第３回 平成２８年７月２９日（金） 

 ・地方公共団体における女性職員の活躍推進について 

 ・多様な職員の活躍・人材育成の推進について 

・事例発表（横浜市、カルビー株式会社） 

 

 

第４回 平成２８年１０月１４日（金） 

 ・報告書骨子（案）について 

 

 

第５回 平成２９年１月１９日（木） 

 ・報告書（案）について 
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・地方公務員法改正に伴う人事評価制度の 

導入状況等調査・・・・・・・・・・・・・14 

・人事評価結果の活用状況等調査結果・・・・18 

・池田市発表資料 ・・・・・・・・・・・・24 

 ・カルビー(株)発表資料 ・・・・・・・・・28 
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第２回
「地方公共団体における多様な人材の活躍と

働き方改革に関する研究会」

事例報告

2016年6月30日
カルビー株式会社

人事総務本部 江木忍

１．カルビー人事の目指す姿（全体像）
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カルビーグループ基本方針

継続的成長と
高収益体質の実現

コスト・リダクション イノベーション

自立的な実行力

透明化簡素化 分権化

カルビーグループ人事のめざす姿（グループ共通）

自立的に成長し成果を出し続ける人・組織

オープンで適正な
任免・配置

それを支える人事の仕組みと考え方

ライフキャリアプラン

自らチャレンジ
する人を
積極支援

評価・処遇は
厳しく公正に

健康と感謝は
公平に

ライフワーク
バランス

評価・報酬 福利厚生 カルチャー採用・育成

厳しく、しかし暖かいカルチャー

・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・

２．具体的施策

Ｃ＆Ａ

■結果主義（Pay for Performance）：
C&Aは、「当年度の目標を明確にすることにより、全組織・全従業員が目標達成に
向かって、能力を発揮」し、その結果として、「成果を出し、会社に貢献した人
を報いる」ための重要な仕組み

■Fair・・・・・・・・・・・・・・・公平・公正な立場に立つ
Digital・・・・・・・・・・・・・デジタルな（客観的に測定可能な）目標設定を行う
Simple・・・・・・・・・・・・分かりやすい内容
Contractual・・・・・・・・上司・部下間でよく話し合って納得した上でコミット（契約）する

■人を育てる & 人が成長する ：
目標を設定し、その進捗をレビューすることは、人が成長するための必要条件
役職者（本部長、部長、課長）の目標には、必ず、「メンバー育成目標」を設定する
（評価ウェイト：１０％）
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２．具体的施策

Ｃ＆Ａ

■結果主義（Pay for Performance）：
C&Aは、「当年度の目標を明確にすることにより、全組織・全従業員が目標達成に
向かって、能力を発揮」し、その結果として、「成果を出し、会社に貢献した人
を報いる」ための重要な仕組み

■Fair・・・・・・・・・・・・・・・公平・公正な立場に立つ
Digital・・・・・・・・・・・・・デジタルな（客観的に測定可能な）目標設定を行う
Simple・・・・・・・・・・・・分かりやすい内容
Contractual・・・・・・・・上司・部下間でよく話し合って納得した上でコミット（契約）する

■人を育てる & 人が成長する ：
目標を設定し、その進捗をレビューすることは、人が成長するための必要条件
役職者（本部長、部長、課長）の目標には、必ず、「メンバー育成目標」を設定する
（評価ウェイト：１０％）
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公正な人事・処遇のために

■Ｃ＆Ａ公開 ：
年俸者のＣ＆Ａは、「Ｃ＆Ａ公開掲示板」にて、閲覧可能

■オープンな登用 ：

■ポジション給 ：
役職者（本部長・部長・課長）の年俸とインセンティブは、ポジションに紐就く

本
部
長
（執
行
役
員
）
人
事

部
長
人
事

課
長
人
事

メ
ン
バ
ー
人
事

・・・
社
長

・・・
本
部
長

・・・
部
長

・・・課
長

●
メ
ン
バ
ー
サ
ミ
ッ
ト

○
新
卒
ド
ラ
フ
ト

○
４
年
目
チ
ャ
レ
ン
ジ

○
仕
事
チ
ャ
レ
ン
ジ

●
課
長
サ
ミ
ッ
ト

○
課
長
チ
ャ
レ
ン
ジ

●
部
長
サ
ミ
ッ
ト

○
部
長
チ
ャ
レ
ン
ジ

人財育成

■キャリアチャレンジ ：
成果をあげた人が自分のキャリアを自分で掴み取るためのチャレンジの場

■サクセッションプラン ：

後継者候補を経営幹部全員でシェアし、

経営幹部全員で後継者をＭｏｔｉｖａｔｅ、育てていくカルチャーを作る

新卒４年目
キャリアチャレンジ

仕事チャレンジ
課長チャレンジ
部長チャレンジ

人財発掘人財発掘 人財シェア人財シェア 育成育成
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第３回研究会資料 
 

 ・地方公共団体における女性職員の活躍推進・・33 

・横浜市発表資料 ・・・・・・・・・・・・・47 

 ・カルビー(株)発表資料 ・・・・・・・・・・50 
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